






























































































































































務づけられ（14条の 2 〜14条の 9 参照，15条），
これらが日常的な23）業務執行を担う運営管理機
構の中核を占める機関と位置づけられている。











































理事が必要と認めるとき（14条の 3 第 1 項）に




























































































れており，解散の決定（総社員の 4 分の 3 以上，
31条の 2 本文），合併（社員総数の 4 分の 3，34
条 2 項本文）の場合や，定款変更（25条 2 項本
文）（社員総数の 2 分の 1 以上の出席）の場合に
それぞれ定めが置かれている。
　つぎに，表決が成立する数としては，解散決
定の場合（総社員の 4 分の 3 以上，31条の 2 本
文），合併（社員総数の 4 分の 3 以上，34条 2 項
本文），定款変更の場合には定足数（社員総数の
2 分の 1 以上）の 4 分の 3 以上の多数というよ
うに決議要件が加重されているが，いずれも定
款で別段の定めを置くことができる（31条の 2















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 （2018年 7 月12日掲載決定）
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